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 The purpose of this paper is to examine nine research and development projects in the 

field of high-technologies industries which are financially or legally supported by the US 

government agencies in the  'framework' of Government-Business interaction. These projects 
are as follows:

1. Artificial Intelligence 

3. Software system 

5. New materials 

7. Establishment of MCC 

9.  VH  SIC

2. Space Shuttle 

4. Biotechnology 

6. Energy diversification 

8. Genetics

 My progressive study implies that the US Government policy in each field mentioned 

above is well implemented in the industries concerned, in order to improve their inter-

national competitiveness, mainly against Japan and EC.

序

米国の研究開発費総額は 日本の3倍 強に当

たる.そ のうち米政府は約半分 を支出してい

る.ま た,政 府支出分の7割 は民間に委託さ

れる.つ まP,政 府資金の流入によって民間

部門は研究開発活動全体における実行主体の

85%を 占め る。.

本稿は,国 際競争力強化や国家安全保障を

大義名分に拡充しつつある米政府のハイテク

分野への研究開発諸活動及び支援措置に関す

る実態の解明に焦点 を当てている。そのため

に,主 要な九つのハイテク ・プロジェクトを

代表例に調査している。従来,米 政府は民間

部 門への支援協力には消極的姿勢であ ると論

じられてきた.本 稿は現在の米国では果たし

て官民協力推進がハイテク分野でどの様な重

要 な役割 と優先順位に置かれているか を検証

す ることにした。
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官民協調体制の普及

本稿 で取 り上 げた現在進行 中の官民挙 げ て

の大型ハ イテ ク ・プ ロジェ ク トは次 の通 りで

あ る。

⑤ 人工知能 コンピュー タ研究

⑤ 高速IC計 画(VHSIC)事 業

◎ ソフ トウェア 技術適性 システム開発

④NASAの ス ペー ス ・シ ャ トル事業

⑤ マ イクロエ レク トロニ クス ・ア ン ド ・

コンピュー タ ・テ クノロ ジー社(MCC)

の 設 立

① 国立衛生研 究所(NIH)支 援 の遺伝 子

工 学研究

⑧ 商務 省のバイオ ・テ クノロジー研 究

⑤ エ ネルギー省の代替 エ ネルギー 開発

① 新素材研 究

これ らのハ イテ ク ・プ ロジェ ク トの対 象分

野 はIC,コ ン ピュー タ,ソ フ トウェア,宇 宙

開発,生 命科 学,新 素材,代 替 エネルギー,

とバ ラエ テ ィに富む.関 係 省庁 も国防総省,

商 務省,NASA,厚 生 省,エ ネルギー省 と各

方面 に またが ってい る.

「人 工知能 コ ンピュータ」研 究

官 民挙げての大規模 プロジ土 ク トの代表例

が 「人工 知能 コンピュー タ」研 究で ある.サ

ンフ ランシス コか ら国道101号 線 を1時 間ほ

ど南下 す る と,西 部 の名 門校 ス タンフォー ド

大 学に到着す る.同 大学 の研 究施設 と人材 は

隣接 の,"シ リコン ・バ レー""ジ ー ンズ(遺

伝子)・バ レー"隆 盛 の原動 力 となった.(注1)

そ の ス タンフォー ド大学にIBM,GE,TI,

ヒ ュー レ ッ ト ・パ ッカー ド社,イ ンテル社 な

どハ イテ ク企業19社 の財政 援助 で83年 春 「集

積 システム ・セ ンター(CIS)」 が 設立 され た.

人 工知能 でプロジェ ク トを推進 す る産軍学協

力 のモデル機関 で,第 五 世代 の リスプ使用 言

語発 明のマ ッカーシー教授率 い る大学 シン ク

タ ンクで ある.各 社 は3年 間に75万 ドルずつ

総計1,425万 ドル を拠 出す る.国 防総 省か ら

の大 口委託研 究 も予定 される.す でに ス タン

フ ォー ド大や ラン ド研究 所の スピン ・オフ組

がCISの 流 れ を くむ テ クノ レッジ社 を設立

し,人 工知 能の商業化 を目的にエ ミシン 、ス

タイルの知 識べ 一ス ・システム開発 に取 り組

ん でい る.

人工知 能 はそ もそ も国防省高等研究 企画局

が20年 も前か らス タンフ ォー ド大 のみな らず

SRIイ ン ターナ シ ョナル社,カ ーネギー ・メ

ロン大,MITに 研 究資金供 与 を行 って きた長

期 的展 望 に立 った研 究テーマ であ る.SRIイ

ン ターナ シ ョナル社は 旧社名 をス タンフォー

ド研 究所 と呼び,メ ロンパー ク市に本部 を置

く.本 部 だけで約2,000人 の研 究員が働 く国

際総 合 シ ンクタンクである.イ ンフォー メー

ション ・テ クノロジー ・グループ なる特別 チ

ー ムが 人工知 能研究 プロジェ ク ト用 に結成 さ

れ た.

国 防 省は人工知能 の実用化 へ向け て本腰 を

入れ,84年 か ら3ヶ 年計 画 をスター トさせ た.

最 終 的には ソフ トウェア開発 も含め10年 間 に

10億 ドルの資金 を投入す る予定.初 年 度 は

5,000万 ドル,次 年 度は9,500万 ドル を支出す

る.委 託先 はMITと デ ジ タル ・エ クイ ップ メ

ン ト(DEC)社 が 協力 して研究 開発の受皿作

りに着手す る.東 部の名門校MITは ミンスキ

ー教 授 の下 に入工知能研究所 を設立 した .全

米2位 の コンピュー タ ・メー カーのDEC社

は 早 くも商業化 を検討す る段 階 に到達 してい

る.(注2)

エ ー ル大,コ ロンビア大,カ ー ネギー ・メ

ロ ン大 も国防省,IBM,ATTな どの協 力で人

工 コン ピュー タ開発 に挑戦 す る.調 査 の老舗

イン ターナ シ ョナ ル ・リソー ス ・デベ ロプ メ

ン ト社 は,1993年 の 同製品 ・サー ビス市場が

85億 ドル規模 に発展す る予測結果 を発表 した.

「スペ ース ・シャ トル」 事業

宇 宙開発へ の人類の夢 をか なえ るのが スペ

ー ス ・シ ャ トル計画 である .本 来,商 業的採

算 の とれ るプ ロジェク トなのだが,対 ソ戦略
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上の優先度により,政 府資金120億 ドルが投

入 された.製 造段階だけでも,ロ ックウェル

・インターナショナル社を主契約 にTRW ,

航空電子システムのアブコ社,小 型コンピュ

ータのザイログ社 をは じめ大小240社 が参画

した大型プロジェクトである.

「宇宙研究複合体」の総本山一NASAは アイ

ゼンハワー政権下の1958年 「航空宇宙法」に

基づ き米国が世界一の宇宙科学技術 を保持す

る推進機関 として創設された.大 気圏外での

宇宙船による飛行実験,宇 宙探査が主要業務.

NASA事 業予算の大半は産業界,大 学など委

託契約先に支出される.1960年 代まではNA

SAに 勤める科学者の半分が企業か らの出向

者で占め られ,最 盛期の1967年 には40万 人以

上がアポロ計画に関係 していた.ア ポロ計画

は11年 の年月と235億 ドルの巨費を投 じた大

プロジェク トで,産 業界はハー ドウェア開発

に重責 を担った.そ の後,NASAは 科学者の
黙スピン ・オフ"(独 立

,転 職)の 供給源 となっ

た.(注3)

宇宙開発事業は副産物 としてIC,コ ンピュ
ータ技術 も育成 してきた

.ま た,真 空技術の

波及効果は写真フィルム製造,高 純度金属製

造の応用にいたる.実 用化の点で最も進んだ

のが通信衛星 と気象衛星である.ユ ニークな

活動 として,NASAは1975年 以来,農 務省や

商務省海洋気象庁 と共同で広域穀物収穫予測

実験(LACIE)を 施行 してきた.ソ 連 をは じ

め世界中の穀物収穫予測作業を行 って,戦 略

商品と化 した 「穀物」動向分析 と市場の価格

安定 を計る事業である.NASAは エネルギー

効率の向上 を計るために,(イ)次世代新型 ター

ボファン ・エンジン開発,@軽 量複合材の開

発にも重点を置 く.ロ ッキー ド社,ガ ルフス

トリーム社 に対 し,3,100万 ドルの研究委託契

約が交渉中で,ロ ッキー ドL-1011,DC-10な

どの航空機が実験に使用され る.

スペース ・シャ トルの民需利用面では,宇

宙の産業化の旗手一超高度エネルギー,冶 金,

半導体,医 薬品,流 体物理などの新技術関発

が有望.宇 宙輸送システム,さ らにSBSな

ど商業衛星通信サービスの発展にも貢献しう

る.実 際,今 年8月30日 打ち上げ予定のコロン

ビア号には商業用 リモー ト・センシング「SP

ARX-1」 実験装置が取 り付けられる.商 務省

によれば,2000年 までの打上げ衛星数は500

基にのぼ り,製 造関連コス トは約500億 ドル

と予測される.今 後は衛星による資源探査活

動が活発 となろう.

宇宙開発の企業べ一ス ・ビジネスではマク

ダネル ・ダグラス(MD)社 が抜 きん出ている.

同社はNASA並 びにワシン トン大学医学

部の協力でスペース・シャトルで組み立てる宇

宙工場の利用 を推進する.そ の一環 として,生

体細胞分離装置による新薬開発 を86年商業化

をメ ドに実施する.ま た,大 手医療 メーカー

のジョンソン ・アン ド・ジョンソン社 とも提

携する.政 府内ではすでに宇宙で造 られた微

小球体 を商務省基準局 を窓口に医療研究用に

外部販売する方針が固まった(ワ シントン ・

ポス ト紙).フ ェアチャイル ド・インダス トリ

ーズ社は宇宙工場の全面的使用契約 を結んだ.

宇宙航空産業以外でも,3Mが 新素材一薄膜

フィルムの宇宙工場での商業化生産に取 り組

む.ま た,IBMは 高速IC用 の新半導体結晶

研究開発 をスペース ・シャ トルを利用 しての

実用化に踏み切 る.IBMは さらに通信衛星 と

地上コンピュータを結ぶ システム運営の主導

権を狙っている.

こうして各社の動きを見ると,民 需,軍 需

両分野にまたがる国際ハイテク開発競争の,
"戦場"が スペースシャ トルに移

ってい く過程

がわかる.宇 宙空間での工業製品の製造実験

によって,新 物質の開発が次々と可能 となる

が,先 駆企業は物質特許制度の適用に多大 な

恩恵を被 ることができる.つ ま り,問 題は米

大企業による宇宙特許の独占支配体制確立へ

の危惧である.

今年1月 の一般教書で 「10年以内に恒久的
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な有人宇宙基地 を建設する計画」をレーガン

大統領は発表した.同 基地の完成時には科学,

通信あるいは宇宙空間でしか製造できない材

料,医 薬品研究に画期的な飛躍をもたらすの

は 目に見えている.同 計画は今年3月 にベ ッ

グスNASA長 官(元 ゼネラル ・ダイナ ミック

ス社副社長)が 来 日した関係上,日 本でも脚

光 を浴びている.米 政府は約80億 ドルを投資

するが,資 金不足のために 日本に10%前 後の

参加負担 を要請中だ.MD社,グ ラマン社,ボ
ーイング社 など宇宙開発企業8社 が概念設計

を受注し,第1期 は今年10月 か ら2年 計画で

スター トする.MD・ アス トロノーテイス社

とTRW二 社には通信 システムの研究開発が

委託済である.

米議会ではいまだに有人宇宙基地プロジェ

クトの推進に賛杏両論が交錯する.だ が,NA

SAは 宇宙プロジェクトへの参加企業 に対 し,

①減価償却期間1年 のみ,② 今後5年 間に総

額5,000万 ドルの財政援助,③ 技術移転 を目

的に大学諸機関に研究開発支援,と いった三

大支援 プランを今年2月 に発表し,参 加勧誘

に努めている.

さて,パ リに本社を置 く 「ア リアン ・スペ

ース」社はECの 宇宙ロケット商業打上げ,

衛星サービス企業 として設立された民間会社.

軍事,宇 宙開発で米国とは独立路線を歩むフ

ランスは特に同社に熱心な模様.「 米国のス

ペースシャ トルは政府丸抱xの プロジェク ト

だか ら,利 用企業の負担コス トが安 く出来る」

とライバルを批判する.実 際,毎 回の打上げ

で約2億 ドルを補助する恰好だ.米 ソの宇宙

軍事戦争に加Z,米ECの 宇宙商業化戦争 と

いう二つの"ス ター ・ウォーズ"が 浮上 して

いる(USAツ デー紙).

米宇宙産業は ミサイル製造 も含めると,今

年の出荷額が236億 ドルの規模になる(ア ビ

エーション ・ウィーク紙).1985年 度予算教

書でも米政府の積極的姿勢が伺われる."宇

宙開発"の 項で,「 民生への利用可能なハイ

テク開発 を手助け し,宇 宙の商業利用拡大を

促進」 と明記してある.

NASAは 政府内で最 も民間への技術移転に

熱心な官庁の一つだ.1958年 設立 と同時に空

軍よりカ リフォルニア州パサディナにあるジ

ェッ ト推進研究所が移管 された.同 研究所の

実際の管理はカリフォルニア工科大学に委託

された.同 大学(学 長)か らブラウン国防長

官を輩出したことも記憶に新 しい.NASAは

4年 後に宇宙技術利用局 を設置し,民 間への

技術移転に色々と尽力した.

具体的には,NASAの 産業応用センターが

インディアナポリス市のセンター をはじめ,

ピッツバー グ大学,南 カリフォルニア大学,

ニュー ・メキシコ大学,研 究開発型工業団地

の 「リサーチ ・トライアングル ・パーク」の

ノース ・カロライナ科学技術研究所などに設

置されている.(注4)そ の一つがジョー ジア大

学のコンピュー タ ・ソフ トウェア経営情報セ

ンターである.こ この場合は,NASAで 開発

された約1,500の プログラムを民間企業に活

用させ る窓口となっている.

また,NASAは 機関誌 「スピンオフ」 を毎

年発行す る.同 誌にNASAで 開発された技術

の商業化実際例 を記載し,そ の普及に努めて

いる.(注5)一 試算によると,NASA研 究成果

の波及効果利益 はICだ けで1982年 までに50

億 ドルと推定される.産 業政策 という名称こ

そ使わないが,NASA一 つを取っても米政府

の産業界への至れ り尽せ りのサー ビスぶ りが

理解できよう.

「新素材」

次に,ニ ューセラミックス分野では,エ ネ

ルギー省 と自動車業界 との研究協力の成果が

著 しい.両 者間では,自 動車用小型ガス ・タ

ー ビン分野に研究開発の最重点が置かれる.

具体的には,高 速道路用 トラックCATEプ ロ

ジェク トが1976年 か ら6年 間実施 された.G

Mの セラミック ・エ ンジン開発などへの支援

措置だ.エ ネルギー省とNASAが 一致協力し
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た 自動 車エ ンジ ン研 究開発 一熱機関 計画 用セ

ラ ミック技術 開発プ ロジェ ク トも注 目され る.

昨 年 ス ター トしたが,今 年度 の 総 支 出 額 は

2,400万 ドルの予定.国 防総 省 も同様 にセ ラ

ミック ・ファイバーや 複合材料 開発 に着手 し,

ダ ウ コー ニ ング社 な どの研究 を援助 す る.

ま た,プ ロジェ ク ト 「AGT100」 と呼ば れ

る6,500万 ドル をか けた乗用車 の先 進的セ ラ

ミッ ク ・ガス ター ビン ・エ ンジン技術 開発 も

始 動 して い る.こ れ でおわか りの ように,エ

ネル ギー省 は連 続燃焼 エン ジンをは じめセ ラ

ミック ・エ ン ジン開発 に1973年 以 降全 力投球

して いる.ま た,サ ー モン ・エ レ ク トロン社

の 熱交換器 開発 な ども支援 す る.「 自動車 版

NASA構 想 」が打ち上 げられて久 しいが,官 民

協 力に よる一連 の 自動 車産業 技術開発 活動 も

見逃せ な い分野 とい える.

「高速IC計 画 」事業

次 に,高 速IC計 画(VHSIC)は 国 防省研

究 ・工学局 と陸海空 三軍が 中核 とな って1979

年 に スター トした戦略 プ ロジェ ク トで ある.

グ ラン ド ・デザ インの準備 は1年 間かけて 国

立科学財 団,カ リフ ォルニア大学,ヒ ュー レ

ッ ト ・パ ッカー ド社 な どが実施 した .1986年

ま でに四段 階に分け て超LSI関 連 の研 究開発

を完成す るこ とに主 眼を置 く.ミ サ イル誘導

人工 衛星,対 空 ミサ イル誘導 早期警戒機 戦

闘機,潜 水艦用 超小型マ イ コンな どに利用す

る.1,000万 ドル支 出の 「フェー ズ ・ゼ ロ」が

1981年 に 終 了 した.「 フェー ズ ・1」 は今 年

中に完成す るが,光 信号 プ ロセ ッサー研 究の

ハ ネウェル社 ,戦 場 情報分配 システム研 究の

ヒューズ社,ミ サ イル用セ ンサー研究 のTI

社,レ ーダー ・プロセ ッサー研 究の ウェスチ

ングハ ウス社,電 子 戦信号 プロセ ッサー研 究

のTRW,半 導 体,コ ン ピュー タ ・メー カ

ー を主契約 に傘下企 業 グルー プに1億6
,600

万 ドルが配 分 される.応 用段階 の 「フェー ズ

II」 で は7,200万 ドル,援 用 プロ グラムの 「フ

ェー ズIII」 で も5,700万 ドル支 出が計画 され

る.7年 間に合計3億500万 ドルの研究資金が

延べ50を 超える大企業やシンクタンクに注ぎ

込 まれる.(注6)

研究成果 の1つ 一電子 ビーム描画分野で

0.5ミ クロン幅/時 間当た り10枚以上の 目標が

近 く達成される.軍 事機密対ソ流出阻止で研

究成果は固いガー ドに守られている.が,航 空

専門誌のア ビエーション ・ウイー ク誌は 「企

業側は将来の商業化戦略の観点か ら参加 し,

VHSIC研 究か らの波及生産効果が可能な応

用分野は産業用ロボット,原 子炉,航 空機,

エンジニア リング,海 洋開発にまでいたる」

と解説する.今 年2月 の国防総省の議会報告

書は 「VHSIC設 計能 力をすべての国防契約

企業に供与す る統合 自動化 システム開発並 び

に ミクロン以下の次世代VHSIC開 発が進行

中」 と論 じている.
「ソフ トウェア技術」

官民協力大規模プロジェクトの5番 目とし

て,ソ フ トウェア技術開発が挙げられ る.以

下,四 大プロジェクトを紹介 したい.

国防総省が手掛けているのが 「ソフ トウェ

ア技術適性 システム」(STARS)で ある.ソ

フ トウェア ・エンジニア リング研究所の設立

も含むプロジェク トで,主 にミサイル誘導や

レーダーへの適用技術が中心.ち なみに,米

国電子工業会(EIA)の 推定では,今 年の ソ

フ トウェア政府開発費は陸海空三軍契約分だ

けで89億 ドルに達する見込み.

NASAが 担当す る「航空機デザイン集積プ

ログラム」(IPAD)は4,000万 ドルの予算規

模だ.最 大手航空機メーカーのボーイング社

に一括委託 している.主 に関連 自動化工場の

デー タ処理用 ソフ トウェア開発を推進する.

国防総省の 「製造技術開発 プログラム」

(ManTech)は,今 年分だけで約2億 ドルを支

出する.政 府資金はGEな どの数値制御工作

機械の開発 と初期製造段階の大量調達にあて

ている.軽 量かつ高性能の軍用機製造技術開

発システムが完成 した暁には,同 一企業内で
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軍用,民 生両製造 をカバーする関係上,民 間

機への技術移転,商 業化 も可能 となる.

空軍は 「集積 コンピュー タ支援製造プロジ

ェク ト」(ICAM)に1981年 から3年 間にわた

って約5,000万 ドルを支出した.ボ ーイング

社,ゼ ネラル ・ダイナ ミックス社,ロ ッキー

ド社などが研究開発事業 を請負っている.

さて,産 業政策問題でなぜか集中砲火を浴

びる通産省のカウンター ・パー トは商務労働

者を前身とする商務省よりも国防総省(ペ ン

タゴン)の 方が正解であろう.高 等研究企画

局(DARPA)は 政府研究開発活動の ツ ッ

カ"で,戦 術技術部など六研究技術部門か ら

構成される.(注7)ス ーパー ・コンピュータ,

人工知能,ガ リウム砒素半導体,ソ フ トウ

ェア開発 など多分野に研究助成 を行 う.予

算配分は軍事関連 と宇宙関連で全体の3分 の

2を 占め,基 礎科学技術,情 報科学,通 信技

術 と続 く.同 局 をわが国の工業技術院と比較

す る米学者がいた.

米政府の産業政策推進四大機関 として,N

ASA,高 等研究企画局の他に後述するNIHと

国立科学財団が挙げられる.(注8)
「遺伝子工学」研究

NIH(国 立衛生研究所)は 厚生福祉省公衆

衛生総局の下部組織で,世 界最大の医療シン

クタンクと言っても過言であるまい.所 長は

ウィンカーデン博士.デ ューク大学医学部教

授か ら一昨年天上 りした.厚 生福祉省は1953

年 に10番 目の閣僚官庁 「厚生福祉教育省」 と

して設立された.1979年 に教育部門を独立 さ

せ て現在の形になった.

NIHに はこの分野のあらゆる最新デー タが

蓄積 されている.味 の素がNIHデ ー タ検索活

用のためにワシン トン事務所を開設させたこ

とか らも利用価値の高さは察 しがつ くという

もの.つ まり,米 政府の生命科学研究の6割

がNIHで 行われ,ま たNIH予 算の約8割 が上

記研究対象に振 り向けられる.な かでも,重

点研究分野は遺伝子工学,疾 病予防,健 康増

進,ガ ン研究,心 臓病である.さ らに,NIH

傘下には国立ガン研究所,環 境厚生科学研究

所,一 般医科学研究所,ア レルギー感染病研

究所など大小12の 国立研究所群が活動 してい

る.

NIHの 目玉研究は遺伝子工学だが,"組 換え

遺伝子の生みの親"と さえ呼ばれるほどだ.

1980年 までの10年 間に2万 人以上の研究者に

ユ5億ドルにのぼ る助成金 を授与 して きた.

1982年 の実績は1,523件 に1億8,400万 ドルが

支給 された.そ の他 として,酵 素工学(RA

NN)プpジ ェク トにも1,200万 ドルを助成 し

ている.

NIH以 外でも,農 務省が遺伝子操作研究に

2,500万 ドルを支 出した.同 省はバイオマス

生産研究に最重点を置 く.バ イオテクノロジ

ー を利用 した種苗の改良に2 ,850万 ドル,細

胞融合研究に1,300万 ドル,バ イオリアクタ

ー研究に3 ,150万 ドルを支出する.ジ ネンテ

ック社のワクチン研究活動への助成支援活動

もその一環である.
「バイオテクノロジー」研究

前述のNIH,農 務省に加 えて,商 務省のバ

イオテクノロジー研究支援への意気込み も凄

まじい.

一例 を挙げれば,商 務省 とメリーラン ド大

学は政産学一体によるバイオ研究所をワシン

トン郊外のシュデ ィグローブ生命科学センタ

ー内に新設する.投 資総額は500万 ドルで,

来年3月 か ら研究活動をスター トさせ,企 業

の参加 を得て研究成果の実用化 を計るという

もの.同 センターは医療科学関連産業に限定

した工業団地である.NIHが 位置するメリー

ラン ド州モントゴメリー郡が 、生命科学のメ

ッカ"に 躍進する.州 及び郡は融資保証,公

債,mン で支援協力す る.

国立科学財団(NSF),海 軍研究所,中 小

企業庁 もこの分野に積極的だ.

国立科学財団はそもそも科学技術分野の基

礎研究開発への政府基金の管理並びに科学研
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究動 向調査 を行 う機関 であ る.(注9)「1950年

科 学 基 金 法」 に基づ い て設 立 され,「1958

年 国 防教 育法」 「科 学 ・技術平 等機 会法」 に

よって権 限が拡大 された.1982年 度 の研究助

成資 金は9億7,750万 ドルにのぼ る.NSFの

助 成 成果は水爆 の開発に始 ま り,原 発の実用

化,原 潜の開発,軍 用 機製造 技術 の民間大 型

機へ の応用,と 多方 面に影響 を及ぼ してきた.

ま た,1973年 に 「産 軍協 同研 究 セ ン ター 」

や 「技術革 新セ ン ター」の創設,さ らに1978

年 の 「産 学協同研 究プ ロジェ ク ト」 の始動段

階 に深 く関与 して きた.昨 年度 は細胞融合研

究 に2,000万 ドル,遺 伝子操 作研 究 に3,740万

ドル を支出 した.

国立科 学財団 は21世 紀 の コン ピュー タ技術

を変 える,略バ イオ ・コンピュー タ"研 究開 発

用 としてゲ ン トロニ ックス研究 所へ 助成す る.

この分 野はバ イオ研究 大手企業 の ジェネッ ク

ス社,ペ ンシルバ ニア大学,ジ ョン ・ポプキ

ンス大学 応用物理研究 所,ミ シシッピー大学,

ウ ェーン州立大学～MIT人 工 知能研 究所 な ど

が 「バイオチ ップ」研 究で支援 を受 けて いる.

バ イオチ ップ とはバイオ テ クノロ ジー と超L

SIの エ レ ク トロニ クスの 技術結合 によ って,

た ん 白質の 中にICを 作 り込 む革 新 的な技術

品.シ リコン ・チ ップ よ りも超微 細 な精度 で

演算が 可能 となる.

ま た,エ ネル ギー省 と商務省 は燃料用 アル

コー ルの メタン生産 に も助成す る.

「代替 エネ ルギー」開発

次 に,代 替エ ネルギー開発 では,太 陽電 池

開発 プ ロジェク トが挙 げ られ る.カ ー ター 前

政 権 は太陽エ ネルギー開発 を重視 し,低 コス

トのシ リコン太陽電 池の実用化 を試み た.す

な わち,エ ネル ギー省は10年 間 に15億 ドルの

資金 を用意 して,ユ ニオ ン ・カーバ イ ト社,

ヘ ムロ ック社,バ テル研究所 さらに石 油企 業

な どに委託 して きた.TI社 の 湿式電 池方式 の

太陽電 池開発に も1,400万 ドル を援助 してい

る.と りわけ,ア モルフ ォス(非 晶質)の シ

リコン利用研究では商業化のメ ドがつ き,今

後は民間のイニシアティブに委ねる方針だ.

戦略産業 としての地位確立 と優遇税制を要

求する 「ロボット産業」は対 日技術競争力で

の劣勢ばん回に躍起となっている.セ ンサー

技術,人 工頭脳援用研究に国防総省が400万

ドルを昨年拠出した.ま た,単 結晶を含むレ

ーザー機器産業の1981年 開発費は2億4 ,300

万 ドルに達するが,驚 くべきことに生産の半

分以上 を国防総省が需要創出の先頭に立って

調達 している.

「マイクロエレク トロニクス・アン ド・コンピ

ュータ ・テクノロジー社」

独禁法絡みの関心事業 として,マ イクロエ

レクトロニクス ・アンド・コンピュータ ・テ

クノロジー(MCC)社 の活動が挙げられる.

MCCの 設立は,CDC社 のノリス会長が一昨

年2月 フロリダ州オラン ド郊外のカン トリー

・クラブに同業のコンピュータ,半 導体 メー

カー15社 の幹部を招いた席で提唱したのが発

端 である.第2回 の会合は3月 末に開かれた

が,8月 の設立時には結局CDC,DEC,ユ ニ

パ ック三社のみが参加.し か し,翌 年1月 ボ

ビー ・インマンが社長に就任 し,独 禁法問題

にメドがつ くと,ハ ネウェル社,モ トR一 ラ

社,ナ ショナル ・セ ミコンダクター社,モ ス

テ ック社,AMD,ス ペ リー社,NCRな ど九社

が馳せ参 じたのである.い ずれの参加企業も

定款により出資上限を全体の10%以 内に押さ

えている.

インマン社長の抜てき人事の関心事は,彼

が国家安全局長官,CIA副 長官を歴任 したエ

リー ト海軍将校である点に尽 きる.つ まり,

ワシントン政官界への強力な政治力 を補助金

獲得 などに どこまで行使 しうるかの点に集

まっている.MCCの スタッフ数は250名,イ

ンマ ン社長就任 と共に本社 をテキサス州オー

スチン市に移転 した.テ キサス大学がキャン

パス内の土地20エ ーカーを格安で提供 したか

らだ.研 究所設立に2,000万 ドルを要 した.
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ハイテク未来都市オースチン市にはすでにモ

トローラ社,TI社,イ ンテル社,ロ ッキー ド

社などが工場を操業 している。MCCの 主要

研究活動分野は人工知能コンピュータをはじ

め,ICパ ッケージ,ソ フ トウェア技術,CAD

/CAM(コ ンピュータ援用設計 ・生産),ス ー

パー ・コンピュータ開発にある.(注10)

何故MCCが 官民挙げての事業かに関して

は,「 独禁法」問題が解答 して くれる.レ ー

ガン大統領はMCC設 立に間髪を入れず 「19

83年 国家生産性技術革新」法案を準備 し,83

年9月 議会に上程し,84年7月 に両院を通過

した.同 法案は,平 た く言えばMCCに 代表

される営利事業体 による共同開発研究を独

禁法の適用除外 とする法改正の要請である.

法案の成立によって恩恵を被 るハ イテク産業

の総本山一米国電子工業会が活発な賛成ロビ

イングを展開した.そ の点 を,ロ ーゼンカー

副理事長に尋ねたら,「MCCは 産業政策のモ

デル と断定できるか も知れないが,狙 いは今

後類似のプロジェク トが多数 出現できるよう

に環境作 りをすることだ.だ か ら,議 会ロビ

イングは最重点活動 となる」 と説明して くれ

た.MCCは 「米国産業史上最大級の共同研

究事業 として熱い視線を浴びている」(ビ ジ

ネス ・ウイーク誌)の である.

結 論

以上,九 産業部門にわたるハイテク産業研

究開発プロジェクトに係わる政府の諸施策を

まとめた訳である.こ うした事例研究の分析

によって,国 防,民 生 を問わず研究開発分野

における政府主導の官民協調の構図が浮き彫

りにされる.

そこで,米 政府の前記諸施策の特徴を整理

すると,次 の11項 目に分類出来 るのである.

(1)総 合政策理念,整 合性,継 続性の欠如

(2)二 大政党の政権交替による不連続性

(3)国 防優先の産業偏重構造

(4)優 遇税制

(5)規 制緩和ラッシュ

(6)需 要創出の政府調達

(7)補 助金,低 利融資の恩恵

(8)国 際競争力優先の産業育成策

(9)戦 略産業の輸出振興策

⑩ 強化 される産学協同路線

(11)州 政府の優遇策

従って,政 府の研究開発支援が絡む米国の

ハ イテク産業プロジェクトは複雑かつ 多岐に

わたる事がわかる.ハ イテク産業は 日米間の

競争激化が予想されるだけに,今 後 もこの分

野の深層研究は引き続き必要であろう.
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